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研究ノート

大学生のヘルスリテラシー向上に向けた
スマートウォッチの活用

〜デバイス装着実態把握のためのパイロットスタディ〜

飯 塚 重 善　　後 藤 篤 志　　石 濱 慎 司
韓 　 一 栄　　嶋 谷 誠 司

1．はじめに

　近年，ヘルスリテラシーに関する研究が世
界で広がってきている．「ヘルスリテラシー」
という言葉が広く知られるようになったの
は，1986年のオタワ憲章を受けてからとい
われている．1990年代前半には，オーストラ 
リア，イギリス，アメリカにおけるヘルスプ
ロモーションの計画で，ヘルスリテラシーの
向上を謳われていた［1］．しかし，その定義が
初めて示されたのは1990年代に入ってから
のことで，1998年には世界保健機関（World 
Health Organization：WHO）がヘルスリテ
ラシーを定義し，ヘルスプロモーションにお
いて重要な概念と述べてはいるが，その価値
と有用性については明確に提示されてはいな
い［2］．2000年に，Nutbeamによってヘルス
リテラシーがヘルスプロモーションが，特に
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取得される必要があることから，今後，まずはスマートウォッチ装着時間が長くなるような方
策を検討する．そして，充分なデータ取得の観点も含めたスマートウォッチの運用方法を考え，
授業をデザインしていく．

健康教育の重要な成果であり，評価基準とな
りえることが提案されると［2］，ヘルスリテラ
シーはその含意に関して活発な議論を呼ぶよ
うになった［3］．
　日本の健康政策として掲げている『健康日
本21』［4］は，世界的な潮流であるヘルスプロ
モーション理念を受け，「参加」「コミュニ 
ケーション」「情報」といったヘルスリテラ
シーと関連する言葉が盛り込まれ，人々への
健康増進のための能力付与を目的とした取り
組みがなされている．ヘルスリテラシーを育
成するための教育実践も行われているが，欧
米に比べ，日本人のヘルスリテラシーは低い
と指摘されている．
　現在，日本の疾病形態は生活習慣病が上位
を占めており，生活習慣を改善するという一
次予防が重要と考えられている．健康的な生
活習慣は小児期から身に付ける必要があり，
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学校での保健教育等により能力を高める工夫
がなされている．大学生になって生活そのも
のを自己管理するようになると，健康に関す
る知識や技術を持ち合わせていない大学生
は，一人暮らしによる食生活の偏り，アルバ
イトによる過労や睡眠不足，飲酒および喫煙
の開始など，生活習慣の乱れが生じやすい．
生活習慣の乱れは健康問題に発展し，将来，
生活習慣病になるリスクが高まるため，大学
生のヘルスリテラシーを検討することは極め
て重要である．
　大学生の健康度や生活習慣は，運動・ス 
ポーツとも密接な関係があり，保健体育科目
の運動・スポーツ指導を手段にして，健康度
や生活習慣の改善・指導の可能性があること
がこれまでにも示唆されている．つまり，大
学での健康教育の実施および健康に関する情
報提供やサポートなどの環境を整え，健康に
関する経験をさせることが，大学生のヘルス
リテラシー向上に繋がるといえる．そして，
集団に働きかけることは，潜在的に個人の主
体的な健康管理や健康行動に影響を与えると
考えられ，これまでにも，講義を対象とした健 
康度・生活習慣の改善の取り組み例がある［5］．
　一方で，2014年に閣議決定された ｢健康・
医療戦略｣ で，医療に関するデジタル化・
ICT化に関する施策が柱の一つとして掲げら
れたことなどを背景に，近年，気軽に身につ
けられる活動量計やスマートウォッチ等のデ
バイスが登場している．日常生活において着
用するだけで，搭載するセンサーにより体内
の状態を収集し，それを視覚化する情報端末
として活用されている．さらに，ウェアラブ
ルデバイスが収集したデータをインターネッ
ト上のサーバに集積し，その分析結果をス
マートフォンやPCを通じて，健康上のアド
バイス等として送り届けるサービスも提供さ
れるようになってきている．
　筆者らは，大学生が，身体的に活動的なラ
イフスタイルを採択し，それを長期的に維持
し，望ましい生活習慣を採ることを促進する

ため，大学での授業において，ウェアラブル
デバイスによって学生が自身の状態を長期的
に収集・蓄積し，そのデータを基に自身の身
体状態を把握・分析することで，健康に向け
た行動を誘発するような授業の実現を目指し
ている．本稿では，大学生のヘルスリテラシー
向上に向けたスマートウォッチの活用に関す
る初期段階の取り組みとして，授業履修者に
一定期間，スマートウォッチを貸与した状況
でのデバイス装着実態把握のためのパイロッ
トスタディの内容とその結果を示す．

2．スマートウォッチの概要

　スマートウォッチが本格的に普及したの
は，2014年6月にGoogleが開催した開発者
向けカンファレンス「Google I/O 2014」で，
スマートウォッチをはじめとするウェアラ 
ブルデバイス向けのOS「Android Wear」が
公開されたことがきっかけとされており，そ
れまで各メーカーが独自に作り込んでいた 
スマートウォッチのソフトウエアプラット
フォームを統一し，アプリ開発やアプリスト
アを一元化した．この共通OSの登場により，
スマートウォッチ市場が大きく拡大する兆し
を見せた．
　スマートウォッチは，腕時計型の小型コン
ピュータ端末の総称で，ハードウェアの構成
として，以下の3種類が存在するが，将来的
にはCPU・OSを搭載した製品に集約される
可能性もある．

①	スマートフォンと同等のCPUと専用OS 
を搭載した製品

②	組込型マイコンを搭載した製品
③	クォーツ型腕時計をベースに開発された

製品
　また，インターネット（クラウド，ソーシャ
ルメディア）への接続手段として，スマート
フォンの周辺機器として機能する「スマート
フォン連携型」と，通信モジュールを搭載し
て単独でインターネット接続が可能な「オー



図1　LANCEBAND

図2
スマートフォンアプリ

「LANCE APP」
の画面イメージ
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ルインワン（スタンドアローン）型」に大別
されるが，市販されているスマートウォッチ
の多くは前者のスマートフォン連携型であ
る．
　また，カラーLCD（Liquid Crystal Display： 
液晶ディスプレイ）表示を搭載するモデルで
は，スマートフォンと連携することで，着信
メールやソーシャルメディアの内容を表示す
る機能や，スケジュールの通知，スマート 
フォンにインストールされているアプリケー
ションの情報を表示する機能を有するものも
ある．なお，スマートフォンそのものも，時
計機能以外の機能として，GPSによる位置測
定や歩数・脈拍数を計測する機能を有する．

3．スマートウォッチ導入の
パイロットスタディ

　2021年度に，神奈川大学 みなとみらいキャ
ンパスで前期に開講された2つの授業（いず
れも『健康科学とスポーツⅠ／健康科学Ⅰ』）
の受講生に，スマートウォッチ（LANCEBAND） 
を一人一台貸与し，前期授業期間中（2021
年5月28日～ 7月9日），使用してもらった． 
なお，本研究にあたっては，あらかじめ，「神
奈川大学における人を対象とする研究に関す

る倫理審査委員会」の承認を得ており，協力
してもらう受講生には，調査の実施にあたっ
て，その趣旨や意義，調査結果の取り扱い等
を事前に説明した上で協力を依頼し，本人か
ら承諾を得た上で実施した．
　LANCEBAND使用開始にあたっては，そ
の使用方法についての説明をおこなった．ま
た，LANCEBANDとあわせて使用すること
で，取得データの閲覧ができるスマートフォ
ンアプリ「LANCE APP」も，各自のスマー
トフォンにインストールしてもらった．実 
際に貸与したLANCEBAND実物の写真を 
図1に，LANCEBAND用スマートフォンア
プリ「LANCE APP」の画面イメージを図2 
に，そしてLANCEBANDの利用イメージを
図3に示す．ユーザーの手首に装着された
LANCEBANDによって取得された各種健康
データは，Bluetooth接続によってペアリン
グされたスマートフォンから，インターネッ
トを介して，サーバに送信され，蓄積される．
そしてユーザーは，クラウドサービスLivelog 
を利用することで，サーバ上の自身のデータ
を参照したりダウンロードしたりすることが
できる．
　2つの講義で計58名の受講生にLANCEBAND
を一人一台貸与した．これまでのスマート



図3　LANCEBANDの利用イメージ

図4　受講者のスマートウォッチ利用経験の有無
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ウォッチ利用経験をアンケートで質問したと
ころ，ほとんどの受講生が，今回の取り組み
でスマートウォッチを使用する初めての機会
であった（図4）．これは，活動量計，スマー
トウォッチ，ヘルスケアバンドなどのヘルス
ケア関連機器が続々と登場している一方で，
いまだ健康意識の高い属性からの支持にとど
まっている状況であることが報告されている
が［6］，現在の大学生においても，その傾向が
見られたといえる．
　前期授業でのLANCEBAND使用期間終了
後に，サーバのログデータによって，受講生

毎に，LANCEBAND使用日数を確認したと
ころ，図5に示すような状況であった．なお，
ここで，“使用日数”については，Livelog 
サービスで確認できる健康データ（体重，歩
数，カロリー，総睡眠時間，入眠時刻，起床
時刻）のうち，いずれか一つでもデータが存
在していれば，“その日は使用した”として
カウントしている．
　また，LANCEBAND貸与期間中について，
日別に使用者数を見てみると，図6に示す状
況であった．開始直後のおおよそ一週間は約
半数の受講者が使用していたようだが，徐々

今回の授業での貸与で
初めて使った

46

授業での貸与以前は
“使ったことがある”
程度だった

（貸与前直近は
使っていなかった）

1

N=52

授業での貸与前にも
日常的に使っていた

5



図6　日別の使用者数実績

図5　スマートウォッチ装着日数
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に減少してしまっていた．ただし，当該授業
の日（グラフ中の濃色棒の日が授業日）は，
担当教員からのリマインドにより使用者数が
少し増加する，といった状況であった．
　続いて，個人単位でのデータ取得状況を見
てみる．図7に，測定期間中の，同一受講者
の「歩数」「カロリー」「睡眠時間」を示す．
この図から，以下のようなことを読み取るこ

とができる．
◦LANCEBANDを使用したりしなかった

りする（＝一旦使用しなくなったらその
まま止めてしまう，ということでもない）

◦「歩数」「カロリー」ともに「0」である
にも関わらず，睡眠時間データが取れて
いる日がある（＝就寝時のみLANCEBAND 
を装着していたと推測される）

N=58

10日未満
25

23日以上
18

10〜22日
15

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％



図7　受講者一人分の日別のデータ取得状況
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◦睡眠時間データだけが取れていない日が
ある（＝睡眠時はLANCEBANDを外し
ていたと推測される）

　ただし実際には，LANCEBANDの充電の
ため，期間中，LANCEBANDを装着し続け
ること，すなわち絶えずデータを取得し続け
ることは不可能である．また，LANCEBAND 
の仕様上，スマートウォッチ内に取得データ
を保持できるのは5日分までであり，少なく
とも5日毎にスマートフォン経由でサーバに
接続し，取得した（LANCEBAND内に保持
された）データをサーバにアップロードする
必要がある．この手続きを実施しないとデー
タがサーバに無い状態になり，Livelogデー
タを見る限りは，データが欠損した状態に見
え，すなわち，LANCEBANDを装着してい
なかった状況と同等に見えることになる．

4．考察

　ウェアラブルデバイスを用いて健康データ
を取得し，そのデータを有効に活用するため
には，健康データが一定の頻度で取得される
必要がある．しかしながら，前章で示したパ
イロットスタディでの状況のように，スマー
トウォッチが貸与され，使える状態にあって
も“使わない”状況が散見された．このこと
から，ウェアラブルデバイスによる生体計測
を利用した健康モニタリングを実用化するた
めの最初の課題の一つに，日常生活での習慣
化が挙げられる．ウェアラブルデバイスは，
使用者が自発的に身体に装着する必要がある
ため，装着忘れ，あるいは装着の煩わしさか
ら使用しなくなることが，生体計測ができな
いことにつながる．特に，今回の試みのよう
に，大学生に健康科学系の授業で使用しても
らう場合，多くの受講生は健康状態であり，
ウェアラブルデバイスを使用する必要性に迫
られていない．また，健康状態の維持，すな
わち現状維持の観点が主目的となるため，継
続して使用する利点がわかりにくいと推測さ

れる．そのため，ウェアラブルデバイスの使
用を習慣化することが難しい，となってしま
うことが考えられる．
　この課題の解決方法の一つとして，使用者
が積極的に装着したくなるような仕組み（仕
掛け）の構築が挙げられる．たとえば，ゲー
ミフィケーションは，ユーザーの動機づけ 
を高める効果があるとされていることから，
ウェアラブルデバイスで計測した歩数や脈拍
数（心拍数）などの生体情報をゲームに取り
入れ，楽しみながら生体情報をモニタリング
することで，その使用を習慣化できる可能性
が考えられる．ゲーミフィケーションを活用
したサービスや商品が誕生した背景には，昨
今のICTの発達により，人間の日常活動の行 
動や挙動の推移データなどの情報を継続的に
収集するトラッキングを可視化できるように
なったことに起因している．たとえば，ゲー
ミフィケーションによるヘルスケアサービス
の有用性を理論的・実証的に分析し，ゲーミ
フィケーションによるヘルスケアサービス
は，大きな目標を小さな現実的な課題に分割
し，レベルが上がるにつれてユーザーを励ま
し，最高の成果を得るために感情的に関与さ
せるものであり，ゲーミフィケーションによ
るヘルスケアサービスが有用であることを示
した事例［7］がある．
　今回の筆者らの試みのように，大学生を対
象とするのであれば，ゲーミフィケーション
の要素を採り入れることで，使用頻度向上（デ
バイス装着時間延長）の効果が期待できる．

5．『健康経営論』設計に向けて

　近年，従業員の健康を経営に戦略的に採り
入れていく『健康経営』という考え方が注目
されている．従業員が心身共に健康な状態を
大切な資源と捉え，健康増進に向けて積極的
に投資をしていく経営スタイルのことをい 
う［8］．このことは，既に日本が少子高齢社会 
であること，また，これから先に人口減少社



図8　『健康経営論』の考え方
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会の到来が予測されていることと大きく関係
している．そのような時代において，企業は
現在働いている従業員一人ひとりが能力を発
揮できるようにすることを，これまで以上に
考える必要性が生じている．言い換えると，
従業員個人個人の健康保持・促進は，組織と
しての活性化，生産性向上が期待できるとい
える［9］．そこで，従業員の健康管理が非常に
重要になる．
　『健康経営』は，1990年代前半に臨床心理
学者のロバート・ローゼンが提唱した手法と
して知られている［10］．元々はアメリカ発祥
の考え方であり，当時のアメリカには公的医
療保険制度が無かったために，企業が従業員
の医療費を負担することになり，そのことが
企業経営を圧迫する大きな要因になっていた
といわれている．そこで従業員の健康促進に
かかる費用を投資と捉え，企業が積極的に健
康に投資することで業績や生産性の向上につ
なげようという動きが広まったともいわれて
いる［11］．
　一方，日本において『健康経営』は新しい
トピックで，日本で『健康経営』という言葉
が使われるようになったのは比較的最近のこ
とである．2010年代に入って，政府も『健康 
経営』の言葉を扱うようになった．2013年
に発表された「日本再興戦略」において，“国
民の健康寿命の延伸”が主要テーマに挙げら
れ，翌年の改訂版で健康投資の考え方が示さ

れるところで『健康経営』の言葉が用いられ
ている．日本には少子高齢社会という現実が
あり，さらにこれから数十年の間に急激な人
口減少社会が到来すると予測されている．健
康経営の広まりの背景には，現役世代の健康
が国力を支えるために不可欠であり，国をあ
げて考えていく必要があることがうかがえ
る．
　そして，健康経営を支えるサービスとし 
て，テクノロジーを駆使した「デジタルヘル
ス」が着目されており，ITインフラからモバ 
イル，アプリ，ウェアラブル等の利活用で効
率的効果的に健康改善や行動変容を促す新し
い保健指導やヘルスケアビジネス市場が形成
されつつある．さらには，こうしたデジタル
情報に対しては，「情報リテラシー」と呼ば
れる，情報を獲得，評価し，他者とコミュニ
ケーションをし，実際的なタスクを遂行する
ために，デジタル技術，コミュニケーション
ツールおよびネットワークを活用する能力が
必須のスキルとなる．そこで筆者らは，経営
学部で新たな講義『健康経営論』を設置し，
これまで示してきたような，スマートウォッ
チを活用し，「入手」した情報を「理解」す
る力，そして，情報を「評価」する力，最後
に，意思決定をして，健康行動に移す「活用」
する，という4つの力を伸ばす教育を実践し
ていくことを検討している（図8）．
　教育の基本となる学校という場において，
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ヘルスリテラシーを向上させるような健康教
育のあり方とその評価は，重要な課題として
国内外において広く認識され始めている．健
康教育とは，個人とコミュニティの健康を促
進し，社会の発展を目指すための意識的に構
築された学習機会であると説明される［12］．
これは情報の伝達のみならず，健康の社会的
経済的環境と取り組む様々な活動の政策的実
行可能性と，組織的発展の可能性を実証する
スキルの発展を含む［2］．健康教育が目指すも
のは，年齢・精神的能力・ジェンダー・環境
に応じたレベルでヘルスリテラシーを向上
し，最終的には社会の健康を促進することで
ある［13］．
　ヘルスリテラシーは，情報の送り手と受け
手との相互作用，すなわちコミュニケーショ
ンの中において評価されるものであること 
から，そもそもコミュニケーションの中に埋
め込まれた概念である．このため，ヘルスリ
テラシーの問題は，「情報の受け手のヘルス
リテラシー」と「提供される情報やサービス
の分かりやすさ・利用しやすさ（ヘルスリテ
ラシー要求レベル）」の双方から捉える必要
があることが指摘されてきた［14］．Healthy 
People 2030［15］に向けて，ヘルスリテラシー
を，個人のもつスキルとして定義するのでは
なく，「ヘルスリテラシーは，人々が情報に基 
づいた意思決定や行動をとれるよう，見つけ
やすく，理解しやすく，使いやすい正確な健
康情報とサービスを社会が提供するときに生
じる．」と捉えようとする議論はこの流れに
基づくものと捉えることができる．情報を受
け取る側のヘルスリテラシーが低かったとし
ても，その人が利用しやすいような形で，健
康や医療に関する情報・サービスが提供され
る社会においては，個人のヘルスリテラシー
の低さが，健康行動や健康状態の悪さに直結
しにくくなり，健康格差の縮小にもつながる
と考えられる．それを目指すうえで，効果的
にデザインされた健康教育の実践が重要であ
り，ヘルスコミュニケーションは今後ますま

すその不可欠な方略となっていくと考えられ
る．

6．おわりに

　体内の状態変化を収集し，視覚化すること
により，自分自身の体内の状態変化を意識す
ることは，バイオフィードバックに基づく健
康維持に重要な活動であると考えられ，近年
は，気軽に身に付けることができるウェアラ
ブルデバイスが多数登場している．日常生活
において着用しているだけで，搭載するセン
サーにより体内の状態変化を収集し，その変
化を視覚化して表示する情報端末として，活
用の場が広がっている．またウェアラブルデ
バイスが収集したバイタルデータをインター
ネット上のサーバに集積し，分析した結果を
スマートフォンやPCを通じて，健康上のア
ドバイス等として送り届けるサービスも増え
つつある．
　そこで筆者らは，大学生のヘルスリテラ
シー向上に向けたスマートウォッチの活用に
関する初期段階の取り組みとして，授業履修
者に一定期間，スマートウォッチを貸与した
状況でのデバイス装着実態把握のためのパイ
ロットスタディを実施した．その結果，貸与
されたスマートウォッチを“使っていない”
状況が散見された．筆者らが目指している，
データを基に自身の身体状態を把握・分析す
ることで，健康に向けた行動を誘発するよう
な授業を実現するためには，まず，健康デー
タが一定の頻度・量で取得される必要がある．
そこでまずは，スマートウォッチ装着時間が
長くなるよう，ゲーミフィケーションの要素
を採り入れることを検討する．そして，次年
度開講の『健康経営論』に向けて，充分なデー
タ取得の観点も含めたスマートウォッチの運
用方法を考え，授業をデザインしていく．
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